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CO2排出量削減に向けて、どのような交通施策と土地利用施策を総合的に組み合わせて実施していくべ

きかを検討することは重要である。特に成長段階にあるアジアの中規模都市は、開発や政策オプションの

余地も大きいことから、低炭素都市の実現可能性を定量的な効果と合わせて示すことの意義は大きい。そ

こで、本研究ではまず、Bus Rapid Transit（BRT）を導入する計画が進められているタイ・コンケン市を対

象に、BRTの整備に合わせて公共交通指向型開発（TOD）、電気自動車・ハイブリッド自動車へ転換など、

実現可能なシナリオの検討を行った。そのうえでシナリオ毎にCO2排出削減量を推計し、総合的施策を実

施した場合の効果を明らかにした。具体的には、BRTの導入、TOD施策の実施、電気自動車・ハイブリッ

ド自動車への転換を行った場合、Business As Usualシナリオ比で、最大で約48％CO2排出量を削減できるこ

とを示し、低炭素都市としての実現可能性を検討した。 
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1. はじめに 

 

 本研究ではアジアの途上国における交通特性やデータ

制約といった条件に対応し、交通システム改変に伴う

CO2削減量を定量的に推計し、低炭素都市の実現可能性

に関して検討することを目的としている。本研究では中

規模中核都市に着目し、導入が進むと想定される公共交

通導入施策、都市開発、自動車環境技術の革新策など、

政策オプションを柔軟に取り入れて、その組み合わせの

中からCO2削減量の検討を行った。この検討により、ア

ジアの途上国の中規模中核都市におけるCO2削減の可能

性を明らかにすることとする。 

中規模中核都市における政策オプションとして、公共

交通の導入、それに伴う土地利用・公共交通利用への誘

導などの施策、貨物交通や乗用車のEV・HVへの転換など

の実現可能な政策オプションが多数挙げられる。一方、

アジアの途上国における中規模中核都市は、人口増加や

都市開発など、今後急速に発展することが想定されるこ

とから、各国の首都圏のように開発がかなり進んでいる

都市と比較して、土地利用の誘導や移動に対する社会規

範を柔軟に形成していける可能性がある。 

2050年にCO2半減の目標達成を念頭に低炭素都市のビ

ジョンを明らかにするためには、これまで構築してきた

フォアキャスティング手法で考慮した細かいモデルを活

用する必要があるといえる。加えて、都市圏全体のCO2

排出量の推計に当たり、必要な交通データが地方都市で

は不足していることが多いことを踏まえて、対象都市で

データの整備を並行して行い、推計方法に組み込むこと

とする。また、時系列的には2050年だけでなく2030年な

ど、それに至るまでの発展パスを明らかにすることも重

要であると言える。  

  

2. これまでの研究および取り組みの整理 

  

 複数で且つ異なる構成要素を持つ都市・交通施策に

関して、それぞれ個別にデータの制約等を加味して評価

方法を検討し、評価を実施してきた。本研究では個々の

評価手法を総合的に統合し、アジアの中規模中核都市に

おける政策オプションを取り込めるように拡張を行う必

要があるので、これまでの研究や本研究で対象とするタ
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イにおける取り組みを中心に整理を行った。 

 公共交通の導入によるCO2削減効果の推計として、著

者らは交通需要予測モデル及び現地のCO2排出量原単位

等を利用して、中規模中核都市における推計手法の改善

を行ってきた。例えば、BRT(Bus Rapid Transit)導入による

効果を推計する際に、四段階推定法による需要推計だけ

でなく、BRTの専用車線導入による車線閉塞や交通流へ

の影響を加味して、ミクロ交通シミュレーションを併用

する形で推計を行う手法を構築してきた。また、幹線に

おける公共交通の導入だけでは、公共交通の導入効果を

十分に生かし切れないとの観点から、VarametやThanedら

はアジア特有の交通形態を加味し、端末アクセス手段や

歩行環境の改善による施策評価も合わせて行っている。 

 Heらは公共交通指向型開発（TOD）と公共交通導入

によるCO2削減効果を、複数のシナリオを設定して、中

国の都市に適用し検討を行った。複数のシナリオを考慮

し、通常の都市の成長シナリオより、TOD施策を実施し

た場合において、総走行距離が減少することにより、

CO2削減効果が出現することを証明している。Newman

や森本らが都市の人口密度と効率性の高い公共交通機関

の関係性に関して分析を行っているが、TODによる公共

交通沿線への人口集中や技術革新など総合的に評価を加

えていく必要があるといえる。Varametらはバンコクに

おいて鉄道の整備とTOD施策を組み合わせた際の効果を

検証している。 

貨物施策に関しては、物流拠点の集約による交通量削

減や環境改善効果をタイのバンコクを例に、金子らが検

証している。また、マニラを対象にCastroらがトラック

の流入規制の効果について推計を行っている。しな

しながら、地方中規模中核都市を含め殆どの途上国の都

市では、都市内貨物輸送に関するデータが整備されてお

らず、物流を交通需要予測に組み込めないため、物流施

策による影響は、多くの場合、検討されない。 

 これらの交通需要を管理する施策だけでなく、排出量

を削減するための自動車の技術革新に関して十分な検討

を進める必要がある。技術革新による効果を定量的に推

計した都市の交通状態に対応させ推計した研究としては、 

Matthewらの論文がある。技術革新の種類によって改善

効果を精緻に算出しているが、公共交通やTOD施策と合

わせた検討は行っていない。 

 また、燃料自体の改変として、バイオ燃料やバイオエ

タノールの利用によるCO2削減の議論も多くなされてい

る。2007年以降、タイのおいてもバイオディーゼルの利

用が急激に増加しており、タイではタイ国立金属材料技

術センターのNewongらが、バンコクにおいてバイオエ

タノールを燃料とするSCANIAのエタノールバスを使っ

て実際に運行実験を行っている。バンコクだけでなく、

地方中規模中核都市においても、現地で生産したバイオ

エタノールを利用して、エタノール車両を走行させるこ

とが実現可能な段階になっている。 

 一方、多くのデータを必要とする交通需要予測モデル

やミクロ交通シミュレーションを用いて交通状態を推計

し、そこからCO2排出量を推計する方法とは別に、車種

別平均Vehicle Kilometer of Travel （以下、VKT）を調査し

て、そこから燃料消費量、さらにCO2排出量を推計する

方法に関する研究も行われている。例えば、Thairayootら

は、バンコクとナコンラチャシマにおいて総走行台キロ

を定量的に調査・推計し、車種や車齢ごとの走行特性と

燃料消費量の関係性を明らかにしている。本研究で対象

とするタイの地方中核都市のコンケン市においては、筆

者らが同様の調査を行い、VKTを求めており、この結果

に基づいてコンケン市全体での燃料消費量およびCO2排

出量の総量を推計している。これらの結果は、本研究で

採用する推計モデルの検証に用いることができる。 

 

3. 研究方法 

 

本研究では、タイの東北部に位置し、地域の中核とし

て機能しているコンケン市を対象に低炭素都市の可能性

を検討する。具体的な推計手法としては、四段階推定法

の交通需要予測手法に複数の政策オプションを同時に考

慮するための設定を行い、シナリオ分析を行うこととす

る。図-1に研究の流れを示す。 

 

 

図-1 研究フロー 

 

推計に用いるデータの整理

・PTデータは利用可能
・貨物ODに関しては不十分なので独自に調査
・BAUシナリオの設定

中規模中核都市で導入可能性
の高い政策オプションの整理

・エタノールバスの導入の可能性
・貨物交通量の増加に対する対応の必要性
・EV・HVなどの導入に向けた地元の関心の増加

シナリオ設定

・TODの実施
・BRT（EB）の導入
・乗用車のHVへの転換
・貨物車/二輪車のEVへの転換

分担配分統合モデル
による交通需要推計

CO2排出量推計

・排出原単位は現地で調査・推定されたものを用いる
・EV・HVなど原単位がないものは、日本の値を参照



 

 3 

(1)  交通需要予測データの整備 

対象とするコンケン市では、2007年にパーソントリッ

プ調査が実施され、人の移動に関する基礎データは整備

されている。 

一方、都市内の貨物流動に関しては、ODデータが存

在しないが、登録台数ベースでは貨物使用として供され

ることが多いピックアップトラックの登録台数が20％を

超えており、その流動を本推計にも考慮する必要がある。

そこで、本研究と関連して本学の水口、コンケン大学の

Thanedらが事業所アンケートに基づいて推計した都市内

貨物発生集中交通量と都市内貨物車OD交通量を、本分

析においても用いることとした。 

具体的には、パーソントリップで使用したゾーンを集

約した大ゾーンごとに業種別事業所数を抽出し、この事

業所から133事業所を抽出し、その事業主に対して貨物

車交通に関するインタビュー調査を実施した。調査では、

業種、車両の種類、出発地・到着地（業種、ゾーン番号、

所在地）、配送を行う頻度について把握した。この中か

ら現況の貨物ODパターンを作成し、これを事業所数か

ら求めた発生・集中貨物車交通量を周辺分布として、フ

レータ法により拡大して求めた。 

なお、コンケン市では将来年次として2022年が想定さ

れているが、本研究の評価対象年は、他の都市における

政策評価と整合を取る観点から2030年とした。コンケン

市の人口や人口密度等のデータから人口を推計し、2030

年のBusiness As Usual(BAU)シナリオのOD表の作成を行う。 

 

(2)  政策オプションごとのシナリオ設定 

TOD施策を導入したOD表は、発生交通量を全て元の

ゾーンからBRT沿線のゾーンへ10％、30％、50％集約し

たと仮定し作成した。また、本研究では、下記のシナリ

オを設定し比較・推計を行った。各シナリオの詳細は表

-1に示す。 

・ 2030年の将来推計とする 

・ BAUシナリオ、TOD施策の導入とEV・HVに転換

したシナリオを設定 

・ TOD施策はBRT路線沿線にそれ以外の地域から設

定した割合だけ移住したと仮定 

・ BRTのバスとして、ディーゼルエンジンを搭載す

る一般的なバスを使用する場合と、バイオエタノ

ールを燃料とするエタノールバスを使用する場合

を想定。バイオエタノール燃料は、現地でキャッ

サバから製造することを仮定 

・ EVとHVの転換率は、乗用車・二輪車・貨物車そ

れぞれ30％・30％・50％と設定 

・ 公共交通は、ソンテウ路線を全て廃止し、今まで

ソンテウを利用していた人は全てBRTを利用とす

る設定 

なお、2030年におけるEV・HVへの転換率の設定は経

済産業省(Ministry of Economy, Trade and Industry)より発行さ

れた「次世代自動車戦略2010」の予想値を用いた。 

 

(3)  交通需要推定モデル 

次にJICA STRADAで行った分担配分統合モデルの結

果からCO2排出量の推計、比較を行った。ここでは、既

存研究のCO2排出係数を用いて、BRT（Bioethanol 

Bus）・貨物（EV）・乗用車（HV）・二輪車（EV）を

導入・転換するシナリオと導入・転換しないシナリオの

CO2排出量の推計を行った。そして、最後にCO2排出量

の推計結果からTOD施策の導入効果の分析を行った。ネ

ットワークは、2030年におけるBAUシナリオとBRT導入

シナリオのネットワークとした。ODは、2007年のODを

コンケン市の将来予測人口データを基に2030年のODを

作成した。ODには貨物車も含まれている。交通需要の

推計は、式(1)に示す分担配分統合モデルに基づいて求

めた。 
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また、リンクコスト関数は、式(2)に示す通りBPR関数

とし、Jaensirisakらが推計したタイ・バンコクのパラメー

タを用いた。 
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ここで、 0

at ：リンクaの自由走行時間、 auto

aV ：リンク

aのリンク交通量、Ca：リンクaの交通容量 

 

CO2排出量の推計は式(3)、式(4)に示す算定式を用いた。 
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ここで、 Mm ：ODペアrs間の利用可能な交通手段

集合、 Rr ：起点集合、 Ss ：終点集合、 m

rsq ：ゾー

ンrs間の手段別分布交通量、 m

rsl ：ゾーンrs間の手段別最

短経路距離、 m

rsEF ：車種別CO2排出係数、
mrsV ,
：車種
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別ゾーンrs間平均速度、a
m
, b

m
, c

m：車種別排出係数パラ

メータ 

 

(4)  CO2排出量推計 

CO2排出量の推計には、国土交通省「地球環境問題解

決のためのクリーン開発メカニズム推進事業」の中で、

タイ・バンコクを対象に構築された排出係数が対象都市

の状況に近いと判断し用いた。なお、排出係数は車種別

に算定されているが、上記の事業ではエタノールバス、

電気自動車、ハイブリッド自動車の排出係数が算定され

ていない。そのため、本研究では、エタノールバスとハ

イブリッド自動車は既存研究・調査の排出係数を用いて、

電気自動車は日産リーフ(LEAF)、エタノールバスは

HINOブルーリボンⅡを導入すると仮定し、図‐2の流れ

でCO2排出量を推計する。 

 

  

図‐2 CO2排出量の推計 

 

4. 推計結果 

 

表-1は、2030年におけるBRT（EB）・貨物（EV）・

乗用車（HV）・二輪車（EV）を導入・転換した場合の

CO2排出量とBAUシナリオと比較した各シナリオのCO2

排出増減量とCO2排出増減率を示したものである。 

A・B・CシナリオはTOD施策を導入し、それぞれ

10％・30％・50％の割合だけBRT沿線に移住した場合で

ある。1シナリオはBRTを導入せずにソンテウを公共交

通として利用し、乗用車・二輪車・貨物車それぞれを

EV・HVに転換した場合、2シナリオはBRTのみ導入し

た場合、3シナリオはBRTを導入し、乗用車と二輪車の

みEV・HVに転換した場合、4シナリオはBRTを導入し、

貨物車のみEVに転換した場合、5シナリオはBRTを導入

し、乗用車と貨物車のみEV・HVに転換した場合、6シ

ナリオはBRTを導入し、乗用車・二輪車・貨物車を

EV・HVに転換した場合である。 

 

表-1 全てのシナリオにおけるCO2排出量の結果 

 

 

 図-3は、表-1における各シナリオのCO2排出量を車種

別に示したものである。このグラフから、TOD施策の転

換率を変更してもBRTの導入と貨物・乗用車・二輪車を

EV・HVへ転換したシナリオが最もCO2排出量削減でき

ることがわかった。また、TOD施策の導入とHV・EVへ

転換率が異なっていても、A・B・Cシナリオの各車種の

割合は変わらないことがわかる。これらのシナリオの中

でC-6シナリオがBAUシナリオ比でCO2排出量を48.2％削

減可能であることが示せた。 

 個々の政策オプションの導入効果の検証を行う。まず、

TODの導入効果は、BAUとA、B、Cそれぞれの2シナリ

オの比較することで、約10%、20%、30%の効果が得ら

れていることがわかる。次にBRT(EB)の導入による効果

は、他の条件が同じ1シナリオと6シナリオを比較すると、

A、B、Cいずれにおいても10%程度の削減効果が得られ

ていることが確認できる。A-2はBRTによる改善効果も

含まれることから、TODの導入設定Aでは大きな効果が

得られないと考えられる。 

 貨物車をEVへ、乗用車をHVへ転換したシナリオの4、

5シナリオを2シナリオと比較すると、A、B、Cいずれに

おいても約5％の削減が見られている。二輪車をEVに転

換する6シナリオでは、数％の削減効果が得られるとい

える。 

導入する車両を選定・仮定

・電気自動車⇒日産リーフ
・エタノールバス⇒HINOブルーリボンⅡ

車両諸元から燃料・電量消費率を算出

既存研究・調査から排出係数を選出

・電気自動車⇒発電による炭素排出係数
・エタノールバス⇒エタノール生産時における排出係数

CO2排出量算定式に燃料・電量消費率、
排出係数を代入し、CO2排出量を推計

・(3)交通需要推定モデルの章で述べたCO2排出量
推計の算定式に値を代入する

シナリオ TOD[%]
BRT(EB)

の導入

貨物(EV)へ

の転換率
[%]

乗用車(HV)

への転換率
[%]

二輪車(EV)

への転換率
[%]

 CO2排出量

[t-CO2/year]

   削減量

（BAU比）

[t-CO2/year]

 削減率

（BAU比）

[%]

BAU 0 0 0 0 96,829 ― ―

A-1 10 50 30 30 78,037 -18792.4 -19.4

A-2 10 ✓ 0 0 0 86,434 -10395.4 -10.7

A-3 10 ✓ 0 30 30 75,814 -21015.4 -21.7

A-4 10 ✓ 50 0 0 80,334 -16495.4 -17.0

A-5 10 ✓ 50 30 0 71,035 -25794.4 -26.6

A-6 10 ✓ 50 30 30 69,713 -27116.4 -28.0

B-1 30 50 30 30 68,450 -28379.4 -29.3

B-2 30 ✓ 0 0 0 73,964 -22865.4 -23.6

B-3 30 ✓ 0 30 30 63,554 -33275.4 -34.4

B-4 30 ✓ 50 0 0 68,936 -27893.4 -28.8

B-5 30 ✓ 50 30 0 59,799 -37030.4 -38.2

B-6 30 ✓ 50 30 30 58,525 -38304.4 -39.6

C-1 50 50 30 30 63,467 -33362.4 -34.5

C-2 50 ✓ 0 0 0 65,464 -31365.4 -32.4

C-3 50 ✓ 0 30 30 55,140 -41689.4 -43.1

C-4 50 ✓ 50 0 0 60,512 -36317.4 -37.5

C-5 50 ✓ 50 30 0 51,429 -45400.4 -46.9

C-6 50 ✓ 50 30 30 50,187 -46642.4 -48.2
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図-3 全てのシナリオにおけるCO2排出量 

 

 

5. おわりに 

 

推計結果から、TODの実施と共にBRTの導入、HV・

EVへ転換などの様々なシナリオを検討することで、CO2

排出量を最大48％削減可能であること示せた。また、

TOD施策のみの実施や貨物・乗用車・二輪車の一部のみ

をEV・HVに転換したとしても、CO2排出量削減に与え

る影響が低いことが明らかとなり、低炭素都市を構築す

る上では、TOD施策の実施と同時に公共交通機関の整備

などの総合的な施策の検討が必要であることがわかった。 

今後の課題として、BRT路線を基準に端末交通の整備

を同時に行うことによる需要の変化をモデルに織り込む

ことややTODを考慮した物流施設の配置方法を考慮した

上でCO2排出量を削減に繋がるのか検討の必要がある。 
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Possibility to Realize Low Carbon Cities in Middle-sized City of Asia 

-Case Study in Khon Kaen City, Thailand- 

 

Tetsuhiro ISHIZAKA, Hiroki KIKUCHI, Atsushi FUKUDA and Hideyuki ITO 

 
The shift to a Low Carbon Society is required for dealing with global warming. However, it is not clear 

how much CO2 emissions by introduction of integrated transportation and land use policies will be de-

creased in medium-sized city of Asia. Therefore, in this study, CO2 emissions were estimated by applying 

some those policies such as TOD and BRT used EVs, HVs and Ethanol Buses in Khon Kaen City, Thai-

land based on some forecast scenarios. In conclusion, the reduction of CO2 emissions of up to approxi-

mately 48% as compared to BAU scenario was indicated by introducing those policies in Khon Kaen city, 

Thailand. 
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